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1．「オーナス」について 

 

本論でオーナスを論ずるにあたり、まずは相対する概念であるボーナスについて言及しま

す。 

 

ボーナス（bonus）あるいは人口ボーナス期とは、人口構成において、従属人口（年少人口

と老年人口の計）よりも生産年齢人口（15歳以上 65歳未満）の割合が上回る時期です。こ

れは、ある社会が「多産多死」から「少産少死」に切り替わる際、人口構成比において、

年少者が減って青壮年の割合が高まる状態です。この社会は、社会保障を要する高齢者が

少ないにもかかわらず労働力に富むため、経済発展しやすい構造と言えます。 

 

我が国は、「団塊の世代」が生産年齢に達した 1960年代にボーナス期を迎え、1990年代に

これを終えました。2010 年代にボーナス期を迎えている他国には、中国・韓国・シンガポ

ール・タイなどが挙げられます。中国はまもなくボーナス期を終えますが、インドは 2040

年代まで続く見込みです。1960 年代から 90 年代に「アジアの奇跡」と呼ばれた高度経済

成長の大半は、このボーナス期によって説明できると言われます。 

 



ボーナス期は、ひとつの国に一度しか訪れません。 

ボーナス期においては、労働人口に富むため人件費が安くなり、世界中から仕事が集まり

ます。しかし、経済的に豊かになれば、親が子の教育へ投資します。こどもの高学歴化と

少子化は相関するため、人件費が高くなり世界中から仕事が集まらず、ビジネスが他国へ

移る遠因となります。このような国は、GDP に伸び悩み成長が停滞します。我が国は既に

この道を辿り、今まさに中国が同じ状況を迎えています。 

 

一方、オーナス（onus）期とは、少子高齢化が進み、生産年齢人口よりも従属人口の割合

が上回る時期です。生産年齢人口の急減と老年人口の急増が併行するため、経済発展の「重

荷」の意を持ちます。オーナス期は、端的に言えば、「支える人よりも支えられる人が増え

る社会」です。社会保障費の負担が増大するとともにその維持が困難となり、貯蓄率の低

下や投資の低迷などを引き起こして、経済成長が伸び悩みます。我が国は、まさにオーナ

ス期の最中にあります。 

 

我が国は、世界の主要国のうち最も早くオーナス期を迎えました。オーナス期を迎えた社

会が経済成長を維持するには、社会保障の整備とともに、女性や高齢者などの労働力確保

のための法制改革や雇用促進、生産性向上に資する技術創発などが欠かせません。 

 

我が国の国策として掲げられている「一億総活躍」をはじめ、終身雇用・年功序列・定期

昇給の崩壊、解雇規制の緩和、同一労働同一賃金化、扶養控除の廃止、女性の「M 字カー

ブ」解消、保育・介護職の増強、ホワイトカラーエグゼンプション、L型大学、など現今の

政府が推し進める労働政策・社会政策は、すべてオーナス期を迎えた社会の課題に応ずる

ものです。 

 

これらの大胆な施策は、立法や行政に留まらず、企業に期待される役割も少なくありませ

ん。特に「働き方」に係わる取り組みは、企業に委ねられる部分こそ肝要と言えます。 

 

 

 

2．「オーナス経営」について 

 

近年、大半の業界・地域の産業が縮小減衰して、各種経済指標も頭打ちしています。各産

業の最大限の企業努力を前提としても、オーナス期を迎えた我が国の課題が企業活動に与

える影響は無視できません。これは、戦略的失敗を戦術的成功で挽回できないことからも

説明ができます。 

 



本項では、マクロマーケットである国家単位のオーナス期の課題をミクロマーケットであ

る産業に適用して、その対策私案の整理を試みます。 

 

まず、誤解なきように言及しておきたいのは、我が国の課題は「オーナス期を迎えたこと」

ではありません。例えば、北欧を含む EU 各国は既にオーナス期に至っていますが、我が

国のように極端な人口構成には及んでいません。我が国の課題は、少子化対策に失敗して

「急速」にオーナス期を迎えたことです。 

 

失敗の原因は、主に 2 点です。1 点目は、1970 年代の成功モデルに引き摺られて長時間労

働環境を改善できず、出生率が低迷したことです。女性のみならず男性の労働時間も含め

て変革できなければ、仕事と家事・育児の両立が成り立たず、出産すなわち「未来の労働

力」を増やせません。2点目は、2010年代まで有効な待機児童対策に至らず、「現在の労働

力」である育児者の労働市場復帰を妨げたことです。我が国は、長期の労働力も短期の労

働力も、ともに双方を失って加速度的にオーナス期に突入しました。 

 

繰り返しますが、ボーナス期はひとつの国に一度しか訪れません。我が国が人件費の安さ

で再び世界中から仕事を集めることは叶わず、爆発的な経済発展は見込めません。ここで

肝要なのは、オーナス期が直ちに発展の終焉を意味するわけではなく、オーナス期に適し

た「ルールチェンジ」が求められることです。ボーナス期の体制や方法に固執して、いた

ずらにその成功体験を繰り返すのは本質的な解決に及びません。外況の趨勢に応じて成長

モデルをあらためていかなければなりません。 

 

ボーナス期に経済発展しやすいルールは、「画一的」に「若い男性」が「長時間」働くこと

です。高度経済成長においては、均一な商品を多量提供すれば市場の需要を満たせるため、

労働時間が成果に直結します。また、労働力に富み労働市場は買い手である企業側に強い

ため、科学管理を重んじる一律の統制が有用です。 

 

一方、オーナス期は、労働力が足らないため女性や高齢者などの潜在労働力の活用が欠か

せません。また、頭脳労働の比率が高まるとともにその人件費が高騰するため、短時間で

成果を上げることを求められます。オーナス期の市場は成熟していて、多様な価値を高頻

度で提供しなければ顧客を満たせません。したがって、多様な価値観・多様な経験を有す

る多様な労働力を得ることが成長をもたらします。すなわち、オーナス期に求められるル

ールは、「多様性」を採り入れて「性別・年齢を問わず」「短時間」で成果を上げる環境で

す。 

 

 



オーナス期に求められるルールを別表に整理しました（：別表）。本論では、これを「オー

ナス経営」と仮称して、これからの企業経営の成長モデルとして提言します。 

 

政府や各産業が「女性活躍」を謳うのは、単なる権利の主張に留まりません。我が国のル

ールは、大胆な変革を求められています。その合理的な判断のひとつが女性や高齢者の活

用であり、我が国の産業に課せられた生存戦略と言えます。 

 

このルールチェンジに適応していくことこそ、成長に欠かせません。ボーナスは、東アジ

ア諸国に「アジアの奇跡」をもたらしたにもかかわらず、ラテン・アメリカ諸国はこれを

充分に享受できませんでした。この効果を得るためには、社会・政治・経済などの諸制度

を当該国が備えたうえで、人口構成の変容に応ずるマスタープランの下に各個の政策を統

合することが肝要です。言い換えれば、時流に適応した制度と政策を有する国のみが、そ

の果実を得られたことを示します。これは、国家単位の課題に留まらず、各産業において

も肝に銘ずべき教訓ではないでしょうか。 

 



 

 



3．「ホテル業」のオーナス経営について 

 

前項まで、昨今のマクロマーケットの課題および我が国の産業の展望について言及しまし

た。本項では、これらの現況を踏まえて、「ホテル業」に求められる企業施策を考え、その

私案を提言します。 

 

オーナス経営とは、端的に言えば「量から質の転換」であり、言い換えれば「売上・利益

に留まらず、品質や満足度を追求する」モデルチェンジです。本項では、その具体的な施

策について考えます。 

 

 

(1) 「集社員」施策 

 

オーナス経営において最優先に考慮すべきは、社内外の「ヒト不足」です。社員の採用や

定着が難しくなるのみならず、顧客の母数も減衰します。 

 

労働集約型産業に括られるホテル業において、働き手である労働者不足の対応は避けられ

ません。オーナス期の労働市場は売り手であり、採用・定着は極めて困難ながら、さらに

その傾向は高まると予想されます。特にホテル業を含むサービス産業は離職率が高く、喫

緊の課題と言えます。この解決のため、集客施策と並んで「集社員」施策に取り組むべき

と考えます。 

 

① ES（社員満足度）向上を含む経営方針の明言と明示によって、企業全体でオーナス課題

を共有する。 

 

② 経営計画の KPI（重要業績評価指標）として、離職率などの採用・定着指標を定める。

採用や定着を特定部門の号令に留めず、管理監督職に共通する目標として管理。離職率を

引き下げるとともに、採用コストや教育コストの低減を図る。 

 

③ トップマネジメント直轄の人材開発責任者を置いて、スタッフ部門のみならずライン部

門においても対策を講ずる。例えば、営業部門の「エース」社員の集客の知見を採用や定

着に採り入れる、タスクフォースやプロジェクトを組成して現場の若年社員の意見を新規

学卒者の採用や定着に活用など。 

 

 

 



(2) 「選択と集中」施策 

 

オーナス期においては、顧客も社員も減衰していきます。少数の社員で多様な顧客の要望

を満たすためには、総合的な全方位施策よりもハイタッチなサービスで差別化を図ること

が有効と考えます。 

 

① 急速な出店や不採算店舗への配置で人材を分散させるよりも、既存拠点に人材を投じて

経営の「質」を高める。既存拠点のサービスレベルを引き上げるため、新たな職種を創造

する。例えば、高齢顧客に寄り添う同年代のグリーター、「ディスカウントよりもコンビニ

エンス」を求める顧客のためのユーティリティプレイヤーなど。 

 

② 採用対象を不特定多数から特定少数へ転じて、集客と同様に、集社員においても「個」

の対応を図る。地場採用枠の設定、社員や顧客の紹介、元社員の「出戻り」「OB・OG」採

用奨励など大量一括採用に頼らない人材確保の試みを推し進める。 

 

(3) 「現在と未来の労働力」施策 

 

オーナス期に求められる ES は、社員のみならずステークホルダにも係わります。「現在の

労働力」である社員が長く勤めるためは、家族や地域の理解が欠かせません。また、ステ

ークホルダを介して企業の信用を高めることで「未来の労働力」の確保にも寄与します。 

 

① 「家族に応援される企業」として、ホテル業の課題のひとつである土日休暇の漸増に取

り組み、地域や学校の行事へ参加を奨励する。例えば、制服の洗濯を社内でおこない、企

業全体で社員家族の負担軽減を図るなど。 

 

② 一定水準の生活給を保障する一方、給与以外の報酬として家事や育児を支援する福利厚

生の拡充を図る。言い換えれば、「総」報酬の確保。 

 

③ 業務の精鋭化・能率化のため、接遇にかかわらない領域の機械化・自動化・無人化を推

し進める。時短勤務の範疇を増やして、ライフステージの変遷による離職を減らす。 

 

 

 

 

 

 



(4) 「多様化」施策 

 

ボーナス期のモデルであるマニュアル統制や一律オペレーションの効用は認めながら、オ

ーナス経営で求められる多様化に応じます。現場が顧客の多様な要望に即時に応えるため

には、ボトムアップ型のエンパワーメントが欠かせません。 

 

① 顧客を起点とする行動規範を設定して、現場単位で最大限に顧客の要望を汲み取る。単

なるオペレータから脱して、自発的に発想・行動できるスタッフを育成する。CSとともに、

社員の自己効力感を高めて ESの向上も図る。（サービス・プロフィット・チェーン） 

 

② パートやアルバイトを含むすべての従業員にヒアリング・アンケートを実施する。福利

厚生の一環として快適な職場を設けることは、定着や能率に対する投資と捉える。（モラ

ル・サーベイ） 

 

 

4．今、ホテル業に求められること 

 

企業の存在意義は、社員や顧客に価値をもたらして、社会の発展に貢献することです。そ

の価値と発展のためには、市場競争に勝って売上と収益を拡大しなければなりません。企

業における戦略とは、市場競争に勝つための道筋を導く方策です。 

 

競争に勝つためには、競争優位性の獲得が欠かせません。この「競争優位性の獲得」は、

競合他社に対して差別化すべき点を際立たせて、戦いを有利にするための価値を特定する

ことです。そして、競争優位性を確立するためには、限りある経営資源をどこへ投ずるの

か、その資源配分を明らかにしなければなりません。 

 

オーナス期とは、経営資源のなかでも特に「ヒト」のルールチェンジを迫る転換期と言え

ます。労働集約型産業であるホテル業にとって、社員の採用と定着は無視できない課題で

す。また、ヒトの課題は、採用や定着に留まらず、「顧客」の係わりにおいてもホテル業へ

一石を投じました。 

 

ホテル業に携わる一員として、この時流に適応を図ることは、眼前の顧客と向き合うのに

等しく今まさに求められていることではないでしょうか。 
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